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Ⅰ　は じ め に
1　背 景 事 情





























「CSR の実践」を掲げる割合は，2007 年が 16.5％
で 2008 年が 17.4％とあまり伸びていない。それ
だけでなく，ISO26000 が制定され，かつ，CSR
が経営そのものとまで位置づけられるようになっ
















Gallie が 提 唱 す る「ECC: Essentially Contested 
Concepts（そもそも論争に終わりのない概念）」を












































































































































































































































という 4 つのグループに分類して，表 3 のとおり
に取りまとめている（Garriga and Mele, 2004）。
　この可視化作業によって明らかになったのは，
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　表 5 の分類方法は，CSR を構成する 4 つの重
要な要素に対する構造的アプローチ分析と機能的
アプローチ分析とを 1 つに統合したものである。


























































年から 1962 年」（松野・堀越・合力，2006, 369 頁）
の前半の 1948 年から 1956 年までに発表された合



















































































































































































（Andriof et al., 2002）からだ。そして，この前提を
踏まえたうえで，企業と社会との間に存在する構















































































































する道徳的責任である（Goodpaster and Matthews, 












































































































































































































略と CSR との統合を訴えている（Freeman and 
Gilbert, 1988）。
　そして 1990 年代に入るとこの流れは加速して
いく。Meznar らは，経営戦略を CSR の文脈の中
で解釈することで新たな形式の経営戦略の理論を















　CSR を競争戦略論の 1 つであるポジショニン
グ理論の文脈に落とし込んだのが，Porter と








が後に続いた。たとえば，Husted と Allen は，
経営戦略と CSR との機能的関係性を，①伝統的
CSR，②伝統的経営戦略，③戦略的 CSR，という








































































































































































































































　 ま た，「 志 高 き リ ー ダ ー（Higher-Ambition 
Leader）」という経営者概念も示されている（Foote, 
























































































































① CSR は ECC なのではなく，分類方法を工夫す
ることで，互恵という 1 つの概念へと収斂させる
ことが可能であることを明らかにしたこと，②そ
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